
東浦町一時預かり事業費補助金交付要綱 

東浦町幼稚園型一時預かり事業費補助金交付要綱の全部を次のように改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、日常生活上の突発的な事情、社会参加等により、一時的に家庭

での保育が困難となる児童の保護、育児疲れによる保護者の心理的又は身体的負担

の軽減等を目的として一時預かり事業を実施する者を支援するため、予算の範囲内

において交付する東浦町一時預かり事業費補助金（以下「補助金」という。）の支給

に関し、東浦町補助金等交付規則（昭和 52年東浦町規則第５号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、町内に所在し、一時預かり事業（子ども・

子育て支援交付金交付要綱（平成 28年７月 20日付け府子本第 474号内閣総理大臣

通知「子ども・子育て支援交付金の交付について」別紙。以下「国要綱」という。）

第３条第 11号に規定する一時預かり事業をいう。以下同じ。）を実施する保育所、

幼稚園、認定こども園その他の場所の設置者とする。 

 （補助対象経費） 

第３条 補助金の交付の対象となる経費は、一時預かり事業の実施に必要な費用とす

る。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の交付額は、国要綱第４条第１号の規定により算出した額以内におい

て予算の範囲内で町長が定める額とする。 

 （交付申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、東浦町一時

預かり事業費補助金交付申請書（様式第１）に次に掲げる必要書類を添えて、町長

が定める日までに町長に提出するものとする。 

（１）事業計画書 

（２）その他町長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金

の交付の可否を決定し、東浦町一時預かり事業費補助金交付（不交付）決定通知書

（様式第２）により、申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付を決定するときは、次の各号に定める条

件を付するものとする。 

（１）対象経費については、国要綱別紙の第２欄に定める区分を超えて配分を変更す

ることはできない。 

（２）補助金の交付を受けたことにより取得し、又は効用の増加した価格が 50万円以

上の機械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正

化に関する法律施行令（昭和 30年政令第 255号）第 14条第１項第２号の規定に



より、内閣総理大臣が別に定める期間（以下「処分制限期間」という。）を経過す

るまで、町長の承認を受けないで、この補助金の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（３）町長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収

入の全部又は一部を市町村に納付させることがある。 

（４）補助金の交付を受けたことにより取得し、又は効用の増加した財産については、

補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するととも

にその効率的な運用を図らなければならない。 

（５）補助対象事業の完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税仕入控除額が確定した場合は、速やかに町長に報告しなけれ

ばならない。この場合において、補助対象者が全国的に事業を展開する組織の一

支部、一支社、一支所等であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、

本部、本社、本所等で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の

課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うものとする。 

（６）町長は、前号の規定による報告があった場合は、当該報告に係る仕入控除税額

の全部又は一部を町に納付させることがある。 

（７）補助対象事業に係る収入及び支出の関係を明らかにした帳簿を作成するととも

に、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び当該証拠書類を

第 12 条の規定による補助金の額の確定の日（補助対象事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合にはその承認を受けた日）の属する年度の翌年度の４月１日から

起算して５年間保管しなければならない。ただし、補助金の交付を受けたことに

より取得し、又は効用を増加した価格が 50万円以上の財産がある場合は、５年間

を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は処分制限期間を経過する日の

いずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 

（変更申請） 

第７条 前条第１項の規定により補助金の交付決定通知を受けた者（以下「補助事業

者」という。）は、申請書の内容に変更が生じたときは、速やかに、東浦町一時預か

り事業費補助金変更交付申請書（様式第３）に次に掲げる必要書類を添えて、町長

に提出するものとする。 

（１）事業計画書 

（２）その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、変更の可否

を決定し、東浦町一時預かり事業費補助金変更承諾（不承諾）決定通知書（様式第

４）により、補助事業者に通知するものとする。 

 （中止等の届出） 

第８条 補助事業者は、第６条第１項の規定による交付の決定後に当該決定に係る事

業を中止し、又は廃止したときは、速やかに、東浦町一時預かり事業費補助金中止・

廃止届出書（様式第５）を町長に提出するものとする。 



（取消決定及び通知） 

第９条 町長は、前条の規定による届出があった場合又は第 15 条各号のいずれかに

該当する場合は、速やかに、東浦町一時預かり事業費補助金取消決定通知書（様式

第６）により補助金の全部又は一部の取消を決定し、その旨を補助事業者に通知す

るものとする。 

 （前払い） 

第 10条 町長は、補助事業者に対し、必要があると認められるときは、交付決定額の

全部又は一部を前払いすることができる。 

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の前払いを受けようとするときは、東浦

町一時預かり事業費補助金前払交付請求書（様式第７）に、振込先の口座番号等が

確認できる書類を添えて町長に提出するものとする。 

３ 町長は、前項の規定による請求があった場合は、補助事業者に補助金を支払うも

のとする 

 （実績報告） 

第 11条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、東浦町一時預かり事業費補

助金実績報告書（様式第８）に次に掲げる必要書類を添えて、町長が定める日まで

に町長に提出するものとする。 

（１）事業実績調書 

（２）その他町長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 

第 12条 町長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、補助金

の額を確定し、東浦町一時預かり事業費補助金確定通知書（様式第９）により、補

助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の交付） 

第 13条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、東浦町一時預かり事

業費補助金請求書（様式第 10）に、第 10 条第１項の規定による前払いを受けてい

ない場合にあっては振込先の口座番号等が確認できる書類を添えて、町長に提出す

るものとする。ただし、第 10条第１項の規定により前払いで補助金の交付を受けて

いるときは、既に交付を受けている補助金の額を差し引いて請求するものとする。 

２ 町長は、前項の規定による請求があったときは、補助事業者に補助金を交付する

ものとする。 

 （補助金の精算） 

第 14条 補助事業者は、第 10条第１項の規定により前払いで補助金の交付を受けて

いる場合で、第 12 条の規定により確定した補助金の額が既に交付を受けた額に満

たないときは、差額を町長に返還するものとする。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第 15条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付

決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部



を返還させることができる。 

（１）偽りその他不正な手段で補助金の交付を受けたとき。 

（２）その他町長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。 

（立入検査等） 

第 16条 町長は、補助事業者に対して、必要な指示をし、報告を求め、又は施設に立

ち入り、帳簿書類その他物件を検査することができる。 

 （その他） 

第 17条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が定

める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 

  



様式第１（第５条関係） 

年  月  日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金交付申請書 

 

東 浦 町 長  

所在地 

申請者 団体名 

                      代表者職氏名             

                      電話番号 

 

東浦町一時預かり事業費補助金の交付を受けたいので、東浦町一時預かり事業費補

助金交付要綱の規定に基づき、関係書類を添えて、下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 申請額    金            円 

 

２ 申請額の内訳 

（一時預かり事業）                         

・ 補助基準額           

実施する施設の名称 補助基本額 申 請 額 

 円 円 

 

３ 添付書類 

別紙 事業計画書 

 

  



様式第２（第６条関係） 

文 書 番 号 

 年 月 日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金交付（不交付）決定通知書 

 

       様 

 

東浦町長            

 

年  月  日付けで申請のありました東浦町一時預かり事業費補助金につ

いて、下記のとおり決定しましたので東浦町一時預かり事業費補助金交付要綱の規定

に基づき通知します。 

記 

１ 決定内容 

（１）交付・不交付 

（２）交付金の交付決定額    金              円 

 

２ （不交付の場合）不交付の理由 

 

 

  



様式第３（第７条関係） 

  年  月  日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金変更交付申請書 

 

東 浦 町 長  

所在地 

申請者 団体名 

                      代表者職氏名             

                      電話番号 

 

年  月  日付け 第   号により交付決定された東浦町一時預かり事

業費補助金について、東浦町一時預かり事業費補助金交付要綱の規定に基づき、下記

のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。 

記 

 

１ 変更交付申請額    金            円 

 

２ 当初交付決定額    金            円 

 

３ 差引変更交付申請額  金            円 

 

４ 変更交付申請額の内訳 

（一時預かり事業）                         

・ 補助基準額 

実施する施設の名称 補助基本額 申請額 

 円 円 

 

５ 添付書類 

別紙 事業計画書 

 

 

  



様式第４（第７条関係） 

文 書 番 号 

  年 月 日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金変更承諾（不承諾）通知書 

        

      様 

 

                        東浦町長          

 

年  月  日付けで申請のありました東浦町一時預かり事業費補助金の変

更申請について、下記のとおり決定しましたので東浦町一時預かり事業費補助金交付

要綱の規定に基づき通知します。 

記 

１ 決定内容 

承諾・不承諾 

 

２ 変更交付決定額等 

（１）変更交付決定額    金            円 

 

（２）当初交付決定額    金            円 

 

（３）差引変更交付決定額  金            円 

 

３ 承諾の条件又は不承諾の理由 

 

  



様式第５（第８条関係） 

  年  月  日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金中止・廃止届出書 

 

東 浦 町 長  

所在地 

申請者 団体名 

                      代表者職氏名             

                      電話番号 

 

年  月  日付け 第     号で交付決定のあった東浦町一時預かり

事業費補助金に係る事業を下記のとおり中止・廃止しましたので、東浦町一時預かり

事業費補助金交付要綱の規定に基づき通知します。 

記 

１ 中止・廃止の理由 

 

 

２ 中止・廃止の年月日 

     年  月  日 

 

  



様式第６（第９条関係） 

文 書 番 号 

  年 月 日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金取消決定通知書 

 

      様 

 

                        東浦町長         

 

年  月  日付けで申請のありました東浦町一時預かり事業費補助金の交

付について、下記のとおり取り消しましたので、東浦町一時預かり事業費補助金交付

要綱の規定に基づき通知します。 

記 

１ 取消の理由 

 

 

２ 取消金額      金            円 



様式第７（第 10条関係） 

  年  月  日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金前払交付申請書 

 

東 浦 町 長  

所在地 

申請者 団体名 

                      代表者職氏名           

                      電話番号 

 

年  月  日付け 第     号で交付決定のあった東浦町一時預かり

事業費補助金について、下記のとおり前払いを請求します。 

記 

 

振 

込 

口 

座 

金融機関（ゆうちょ銀行以外） 

金 融 機 関 名 支 店 名 

 農業協同組合 銀行 信用金庫  

預金種別(該当のものにレ印をつけて

ください。) 

口座番号(７桁に満たない場合は、右づめ

で記入) 

□普通  □当座        

ゆうちょ銀行 

記号(６桁目がある場合は※部分に記

入) 

番号(右づめで記入) 

     ※         

口 

座 

名 

義 

欄 

フリガナ  

口座名義  

住 所 

（〒  ―   ）      都道       市区 

府県       町村 

 

電 話     ―    ― ＦＡＸ     ―    ― 

 



様式第８（第 11条関係） 

  年  月  日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金実績報告書 

 

東 浦 町 長  

所在地 

申請者 団体名 

                      代表者氏名             

                      電話番号 

 

年  月  日付け 第     号により交付決定された東浦町一時預か

り事業費補助金について、交付事業が完了したので、東浦町一時預かり事業費補助金

交付要綱の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて、報告します。 

記 

 

１ 施設の名称  

２ 施設の所在地 東浦町大字 

３ 事業期間 年  月  日から    年  月  日まで 

４ 事業成果・達

成状況 

 

（１）交付決定額  金            円 

 

（２）実績報告額  金            円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第９（第 12条関係） 

文 書 番 号 

  年 月 日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金確定通知書 

        

      様 

 

                        東浦町長          

 

年  月  日付けで実績報告のありました東浦町一時預かり事業費補助金

については、東浦町一時預かり事業費補助金交付要綱の規定に基づき、下記のとおり

補助金の交付額を確定しましたので通知します。 

記 

 

補助金の交付確定額    金              円 

  



様式第 10（第 13条関係） 

              年 月 日 

 

東浦町一時預かり事業費補助金請求書 

 

東浦町長  

所在地 

請求者 団体名 

                      代表者氏名             

                      電話番号 

 

年  月  日付け 第    号で交付額の確定の通知のありました東

浦町一時預かり事業費補助金について、東浦町一時預かり事業費補助金交付要綱の

規定に基づき、下記のとおり請求します。 

記 

 

１ 補助金の請求額    金           円 

２ 振込口座 

振 

込 

口 

座 

金融機関（ゆうちょ銀行以外） 

金 融 機 関 名 支 店 名 

 農業協同組合 銀行 信用金庫  

預金種別(該当のものにレ印をつけて

ください。) 

口座番号(７桁に満たない場合は、右づめ

で記入) 

□普通  □当座        

ゆうちょ銀行 

記号(６桁目がある場合は※部分に記

入) 

番号(右づめで記入) 

     ※         

口 

座 

名 

義 

欄 

フリガナ  

口座名義  

住 所 

（〒  ―   ）      都道       市区 

府県       町村 

 

電 話     ―    ― ＦＡＸ     ―    ― 

 


